
 

議案第４７号 

   東郷町印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正等について 

 東郷町印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する等の条例を別紙のとお

り定めるものとする。 

  令和８年８月３１日提出        東郷町長 石 橋 直 季     

 

   説 明 

 この案を提出するのは、コンビニエンスストア等に設置されている多機能端末機

による印鑑登録証明書の交付を開始すること及び地方公共団体情報システムの標準

化移行時期の延期に伴い必要があるからである。 



 

   東郷町印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する等の条例 

 （東郷町印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正） 

第１条 東郷町印鑑の登録及び証明に関する条例（昭和５０年東郷町条例第２６号

）の一部を次のように改正する。 

  第７条第４項を削る。 

  第１０条第４項を同条第５項とし、同条第３項中「第７条第４項及び前２項」

を「第１項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「前２項

」に改め、「ときは、印鑑登録証」の次に「（前項の規定による申請にあっては、

個人番号カード、特定在留カード又は特定特別永住者証明書。以下この項におい

て同じ。）」を加え、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加え

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、印鑑の登録を受けている者が自ら同項の規定によ

る申請をするときは、印鑑登録証に代えて、個人番号カード（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第

２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。以下同じ。）、特定

在留カード（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第１９

条の１５の２第１項に規定する特定在留カードをいう。以下同じ。）又は特定

特別永住者証明書（日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の

出入国管理に関する特例法（平成３年法律第７１号）第１６条の２第１項に規

定する特定特別永住者証明書をいう。以下同じ。）（これらのうち、電子署名

等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４年

法律第１５３号）第２２条第１項に規定する個人番号カード用利用者証明用電

子証明書が記録されたものに限る。）を添えて、印鑑登録証明書の交付を申請

することができる。 

 第１０条の次に次の１条を加える。 

  （多機能端末機による印鑑登録証明書交付の申請） 

第１０条の２ 前条の規定にかかわらず、印鑑の登録を受けている者は、利用者

証明用電子証明書（電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業

務に関する法律第２２条第１項に規定する個人番号カード用利用者証明用電子



 

証明書又は同法第３５条の２第１項に規定する移動端末設備用利用者証明用電

子証明書をいう。）を利用して、自ら多機能端末機（本町の電子計算機と電気

通信回線で接続された端末機で、自動的に証明書等を交付する機能を有するも

のをいう。）に暗証番号の入力その他の必要な操作を行うことにより、印鑑登

録証明書の交付を申請し、その交付を受けることができる。 

 （東郷町印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例の廃止） 

第２条 東郷町印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例（令和７年

東郷町条例第３０号）は、廃止する。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条の改正規定は令和９年１月

１２日に施行する。 

 



 

議案の概要 

１ 改正理由 

コンビニエンスストア等に設置されている多機能端末機による印鑑登録証明書

の交付を開始すること及び地方公共団体情報システムの標準化移行時期の延期に

伴い必要があるからである。 

２ 改正内容 

 ⑴ 多機能端末機による印鑑登録証明書の交付申請について定めること。（第１

０条の２関係） 

 ⑵ 東郷町印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例（令和７年東

郷町条例第３０号）を廃止すること。 

 ⑶ その他所要の規定を整備すること。 

３ 施行期日 

公布の日から施行すること。ただし、条例の廃止以外の規定は、令和９年１月

１２日から施行する。 

 


